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近年完全自動運転の実現に向け自動運転の実用化が進んでいる．自動運転車内でドライバーは運転行為

から解放され多様な活動が可能になるが，車内での活動がどのように変化するのかについては明らかにな

っていない．そこで本研究は，自動運転車内の活動意向とその要因を明らかにしニーズに対応したモビリ

ティ設計について検討することを目的に，アンケート調査により自動運転化後の活動意向の構造的な把握

を行った．調査は，自動運転化後の移動中の活動意向を各活動時間の割合として問う設問を含んでいる．

調査結果を用い共分散構造分析によってモデルを作成した結果，時間を重視し効率的な移動を志向する個

人が活動意向が高いこと，男性は業務活動意向が高いことなど自動運転化後の活動意向は個人属性・内面

的属性に影響されることが示された． 
 
 

     Key Words : Autonomous vehicles, in-vehicle activity, stated-preference survey, covariance structure 
analysis 

 

 

1.  はじめに 

 

近年，情報通信技術の発展を背景に，自動運転の実用

化・普及に向けた動きが活発化している．日本の最終的

な目標としては，人による運転行為を全く必要としない

自動運転レベル 5の実現であり，2030年代にはこのレベ

ル 5を導入することを目標としている 1)． 

この完全自動運転のメリットとして，交通事故削減や

渋滞緩和など様々な効果が期待されている 1)．しかしそ

れらに加えて，これまで運転に費やしていた時間が自由

な活動ができる時間となる，という変容も社会に大きな

影響を及ぼすと考えられる．これまで運転行為でドライ

バーの活動が制限されていた移動時間が，自動運転化に

よって幅広い活動が可能な時間となることを踏まえると，

今後のモビリティ自体も全く新しい機能をもって創出さ

れる可能性がある．現時点でもトヨタが計画する機能搭

載型自動運転車 e-palette2)やシーンで車内空間を変化させ

る SPACE_L3)など幅広い業種から車内空間の活用が提案

されているが，今後の進化や普及の方向性はさらに未知

数である． 

そこで，自動運転車の多様な進化を見据えたうえで，

現状の自動車で行える活動についてドライバーの車内活

動の意向をまず明らかにし，今後のモビリティ設計に向

けた基礎情報を示す必要がある．  

 
 
2.  本研究の位置づけ 
 
(1) 既存研究レビュー 

 まず移動中の活動についての研究を概観すると，移動

時間削減価値の議論の中では，Mackie P.J.ら 4)5)が移動中

に生産的な活動を行う旅行者を評価しているほか，

Thalys International6)が車内での生産的な活動が交通手段選

択に 13％影響しているという結果を示している．日本

においては，加藤 7)が時間価値研究を整理したうえで今

後の自動運転社会における車内活動の影響の重要性を示

唆している．また，移動中の活動が移動時間の効用に影

響することを，鈴木ら 8)，Yusak Oら 9)，Malokin．Aら 10)

が示している．しかし上記の研究はどれも現在の車内活

動について焦点が当てられており，自動運転化による変

化は分析対象ではない． 

次に，自動運転化が都市や個人に与える影響について
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の研究を俯瞰する．紀伊ら 11)，上条ら 12)がシナリオ別に

自動運転車の普及を検討しているほか，上野ら 13)による

カーシェアの利用意向の研究，愛甲ら 14)による経路最適

化の分析，谷本ら 15)による走行時間に着目した環境影響

の分析などが挙げられる．加えて，藤垣ら 16)により

MaaS についての検討がされているほか，香月ら 17)によ

り個人の利用意向や交通行動への影響の分析が行われて

おり，自動運転の実用化に伴い多くの側面から蓄積が為

されている．その中で車内活動に着目したものとしては，

Kakujoら 18)が自動運転化に行われる車内活動と居住選択

意向との関係を分析しているほか，Wadud.Z19)は車内活

動が往路と復路で異なるものになることを示唆している．

さらに，藤原ら 20)も移動中の活動をマルチタスク活動と

して活動の変化の把握を行っている．これらの蓄積によ

り自動運転化と車内活動との関係性を捉えられてきては

いるが，車内活動について 1トリップにつき 1つの活動

のみを回答させるなど正確性に乏しく，また自動運転化

後の車内活動の決定要因については研究されていない． 

 

(2) 本研究の目的と内容 

以上を踏まえ，本研究では自動運転化後の車内活動意

向とその要因を明らかにすることで，移動時間の過ごし

方の意向を踏まえた個人のニーズに合わせたモビリティ

サービスの提供を検討することを目的とする． 

 上記の目的を達成するために，自動運転化後の移動中

の活動実態及び意向に関するアンケート調査を実施した．

まず4章にて自動運転化によるドライバーの車内活動の

変化を概観し考察を行う．その後5章にて，車内活動に

影響する要因について観測変数および潜在変数によって

構成されるパス図を用いた共分散構造分析モデルを作成

し，個人属性・内面的属性が車内活動意向に与える影響

について考察を行った． 

 

(3) 本研究の特長 

本研究の特長は以下の通りである. 

1) 運転行為からの解放がドライバーにもたらす福音の実

態と構造を定量的に明らかにした初めての試みである． 

2) 音楽を聴きながら書類に目を通すなど，いわゆる「な

がら行為」についても重複活動として漏らさず拾う調

査を行っており，車内活動の実態に対する信頼性の高

い分析を行っている． 

3) 活動変化の意向とそれに寄与する潜在的意識を明らか

にすることで，今後の車内空間の設計や提供すべき車

種の判断材料とすることができる． 

4) ドライバーが自由に車内活動ができるようになること

の経済的価値の算出や，その都市における施設立地へ

の影響など，分野を超えた研究への展開が期待できる． 

 

 

3. 使用データ・分析概要 
 

(1) 仮説 

自動運転化後の車内活動割合について，書類作業の多

い職業の個人ほど業務をする割合が高いなど，個人の属

性が大きく影響する可能性があると考える．それに加え

て，移動時間は有意義に活動をして過ごしたいと思って

いるのか，それとも移動そのものを楽しむために移動中

の活動を望まないのか，といった移動時間への価値観に

よって，各活動の意向が影響されていると考えられる．

さらに，この移動時間への価値観は，交通手段を選択す

る理由等の内面的属性を問う設問によって測られている．

以上の仮説を図-1 に示す．以降ではこの仮説を踏まえ，

共分散構造分析モデルの構築を行う． 

 

図-1 本研究における仮説 

 

(2) 想定する自動運転車の定義 

本研究では，最終的な目標である完全自動運転社会に

おける車内活動変容を把握するため，最も移動中の活動

の自由度が高い車内環境を前提とする必要がある．そこ

で本研究ではSAE自動運転レベル51)を想定し，以下の通

り自動運転車を定義する． 

【1】目的地まで自動走行で移動する 

【2】自動運転中，ドライバーは運転以外の活動を行う

ことができる 

【3】緊急時においても，すべての運転タスクをシステ

ムが担当する 

【4】ドライバーは運転免許が必要なく，運転中に酒や

睡眠も可能である 

【5】自動走行の性能は十分な安全性が確保されており，

ブレーキの踏み間違いにおける事故などは発生し

ない 

 以降の章ではこの定義を前提とする． 

 

(3) 調査概要 

本研究では，個人の車内活動の意向及びそれに影響す

る要因を把握する必要がある．このため，楽天インサイ

ト調査会社に依頼しWebアンケート調査を 2019年 11月

11日～12日に実施した．調査概要は表-1に示すとおりで

ある．交通行動は地域によって異なると考え対象は全国

個⼈属性
各活動割合

内⾯的属性移動時間へ
の価値観
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市区とした．また個人属性によっても車内活動は変化す

ると考えたため，年齢階層 5分類，職業分類 4分類，都

市類型4分類を組み合わせて計80セグメントを作成し，

各セグメントから均等にサンプルを回収したうえで1896

サンプルを分析に使用した． 

 

表-1 アンケート調査概要 

 

 

また，本研究の中心となる車内活動に関する設問設計

を説明する．車内活動については，表-2「e.活動意向」

に示す各活動について「移動中にその活動をどれくらい

の割合の時間行っているのか」という形で設問している．

なお，移動中に同時に複数の活動をしていた場合，それ

ぞれの活動を重複して割合に計上し，割合の合計値が

100 を超えるように回答される調査設計とした．以上の

独自の調査設計により，これまで考慮されなかった「な

がら行為(複数の活動を同時に行うこと)」を含めて，車

内活動の実態及び意向を正確に把握することが可能とな

った． 

 

 

4.  自動運転化後の車内活動以降の把握 
 

  アンケート調査の結果として，図-2に公共交通利用時，

同乗時，自動運転車利用時における活動割合の平均値を

示した．以下に考察を記載する． 

1)公共交通利用時の活動割合は「趣味(インターネット)」

等が高く，同乗時は全体として比較的活動割合が低い．

一方で，「同乗者との会話」は非常に活動割合が高い

等交通手段によって活動割合に差異が見られる． 

2)自動運転化は，「業務(インターネット)」「ゲーム・

動画・テレビ」「その他の活動」以外の活動において

公共交通利用時及び同乗時から活動割合が有意に変化

しており，自動運転車内では公共交通利用時，同乗時

のどちらとも異なる活動割合となることが示唆された．

全体として，「業務(書類)」「音楽・ラジオ」「食

事・間食をはじめとしての活動割合が上昇している活

動が多い．可能な活動の幅としては公共交通利用時，

同乗時と同じであるが，自動運転車内は他人が近くに

いないプライバシー性の高い空間になる可能性がある

ため，このような変化が見られたと考えられる． 

3)一方で，「趣味(インターネット)」「本・雑誌・漫画」 

 

図-2 自動運転化後の車内活動割合平均値 

 

等の活動割合は，公共交通から自動運転化に転換すると

有意に減少することが示唆されている．理由として，

プライバシー性の確保により他の活動の割合が増加し

たことにより，これまで消極的に行っていた活動の割

合が減少したからであると捉えることができる． 

 
 
5.  自動運転化後の車内活動の要因分析 
 

4章において示した活動割合の変化を前提とし，5章で

は共分散構造分析を用いて，全回答者における自動運転

化後の車内活動意向とその要因についての構造的な把握

を行う．共分散構造分析を用いることで，説明変数間の

因果・相関関係を分析することが可能になるとともに，

アンケート項目では把握できない潜在的な要因について

も明らかになるため，この手法を用いる． 

モデル作成に用いた変数は表-2に掲載する調査項目で

ある．この表に項目及びカテゴリ化の方法を示している．

また，潜在変数に関しては上記の変数を因子分析を用い

調査対象 18歳以上の楽天インサイト会員
対象都市 全国の市区
調査⽅法 Webアンケート
調査期間 2019年11⽉11⽇〜12⽇

使⽤サンプル数 1896

公共交通

同乗

⾃動運転

0 20 40

業務(書類)

業務(ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ)

趣味(ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ)

ゲーム・動画・テレビ

本・雑誌・マンガ

⾳楽・ラジオ

学習・⾃⼰啓発

⾷事・間⾷

睡眠

⾝だしなみを整える

同乗との会話

その他の活動

何もしない

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**
**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

** ⾃動運転時との差異あり（P<0.05）
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て集約し，作成の参考とした．モデルは有意性の低いパ

スと変数(確率有意＞0.1)を排除した上で，適合度が高い

(具体的なモデル全体の 適合性の評価指標：I. 1＞GFI＞

0.8，II. GFI≧AGFI，GFIに比べてAGFIが著しく低下しな

い，III. RMSEA＜0.1 以上 3つの条件を全て満たす)モデル

を選定した．その結果を図-3に示す．また，モデル内に

ある数値は標準化推定値である．なお，本研究では，標

準化推定値の絶対値が0.5を超える場合，強い相関があ

ると判断する．以下にモデルの考察を記載する． 

1)自動運転化後の活動意向について，業務活動等を含む

群と非業務活動によって構成される群が潜在変数とし 

 

表-2 自動運転化後の車内活動割合平均値 

 

て現れ，それぞれ説明変数との関係性が異なることが

見て取れた．具体的には，業務志向は「業務(書類)」

と「業務(インターネット)」とのパスがあり，さらに

やや関係性は弱くなるが「学習・自己啓発」もこれら

と同様の傾向を示すことが明らかになった．この潜在

変数には，「男性」「管理・事務職」「自動運転志向」

等が正に影響している． 

2) 業務意向と対照的なのが，「食事・間食」「睡眠」

「身だしなみを整える」「ゲーム・動画・テレビ」

「読書」「インターネット」から成る私事活動の群で

ある．これらは「男性」が負に影響しているなど業務

活動は逆の傾向も示している．観測変数である個人属

性によって，行われる活動の傾向が異なることが示唆

された． 

3) 「何もしない」に加え「睡眠」「身支度」「食事」が

「活動志向」から負の影響を受けていることが分かる．

このことから，「睡眠」「身支度」「食事」は「何も

しない」と共通した性質を持っていることが分かる． 

つまり，移動中に積極的に活動をしたいという意識が

薄い個人が，これらの活動を消極的に行っている可能

性が考えられる． 

4) 「サービス志向」という潜在変数に着目すると，この

変数は業務志向，私事志向の両者に負の影響を与えて

いることが分かる．この潜在変数は移動を早く，安く，

楽に，少ないリスクで行いたいという意向を示してお

り，特に移動時間は短いほうが良いと考えるため，移

動時間を有効に活用したいという意向が少ないと考え

られる．身体的負担を感じやすいと考えられる高齢者

において「サービス志向」傾向が強いほか，「管理・

事務職」も正の影響を示している．「管理・事務職」

は「時間価値志向」傾向も強いことから，移動時間は

有意義に使うのが難しいので削減したいと考えている

グループであると考えられる． 

5) 「時間価値志向」という潜在変数は「活動志向」に正

に影響しているが一方で「維持志向」には負のパスが

伸びており，特に業務意向に正の影響を及ぼしている

可能性が考えられる．なおこの潜在変数は「サービス

志向」に正の影響を与えていることから，時間を重視

する個人の中にも，移動中の時間を有意義に使いたい

という個人と，そもそも移動時間を節約したいという

個人という2パターンが存在する可能性が考えられる． 

 

 

6.  おわりに 
 

本研究の主な結果を以下に示す． 

1) 自動運転化後の車内活動意向および個人の内面的属性

⼤項⽬ 変数 構成内容
⒈積極活動意向
⒉趣味活動意向
⒊休息活動意向

⒋バーチャル活動意向
⒌実空間活動意向
⒍交流活動意向
⒎個⼈活動意向

⒏移動時間を有意義に使っている
⒐移動時間を有意義に使いたい

⒑毎⽇の時間を有意義に使っている
⒒毎⽇の時間を有意義に使いたい

⒓移動好き
1.所要時間が短いこと

2.所要時間を正確に予測できること
3.交通費が安いこと

4.⾁体的負担が少ないこと
5.乗換えや乗継ぎがしやすいこと

6.快適であること
7.健康に良いこと

8.移動中に他のやりたいことが
実⾏できること

9.利⽤するのが楽しいこと
10.交通事故の⼼配が少ないこと

11.環境に良いこと
1.⾃動運転化意向

⒉⾃動運転化⽀払い意思額
⽉当たり

⽀払い意思額(円)
1.性別 男性

18~29
30~39
50~64
65~

管理・技術
・事務・販売職
サービス・
⽣産・現場職

主ふ・無職・学⽣
三⼤都市圏中⼼都市
三⼤都市圏周辺都市
地⽅圏中⼼都市
地⽅圏周辺都市

1.業務(書類作成・書類の確認)
2.業務(インターネットの閲覧・連絡)
3.私⽤でのインターネットの閲覧・連絡
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図-3 自動運転化後の活動意向と移動時間への価値観についての共分散構造分析結果

 

の関係性を構造的に説明するモデルを提案した． 

2) 共分散構造分析の結果，個人属性に加えて，移動時間

への意識が自動運転化後の車内活動意向を決定する要

因となっていることが明らかとなった． 

以上の成果から，移動時間の捉え方は個人によって大

きく異なり，この移動時間への価値観が個人属性ととも

に，実際に行われる車内活動に大きく影響する可能性が

高いことが示された．このことから，今後新たな自動運

転モビリティを導入する際は，求められる車内空間は個

人によって様々であることを考慮しなくてはならないこ

とが提言できる．具体的には，移動時間活用の意識が高

く業務意向が強い個人に対しては移動中の業務に特化し

たモビリティを提案し，一方で移動そのものを楽しむ個

人に対しては，車内空間の活用ではなく車窓など移動そ

のものを楽しむためのモビリティを提案するなどといっ

た戦略が考えられる． 
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